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医薬

＊中国、米の「空白期」に攻勢…通商武器に包囲網切り崩し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境問題では協議も
・「中国が最大の課題だと誰もが認識している」中国に強硬なﾄﾗﾝﾌﾟ政権幹部の発言ではな
い。国務長官になるｱﾝﾄﾆｰ・ﾌﾞﾘﾝｹﾝ氏の発言。経済、軍事、技術をあげ「米中関係は敵対的
な側面がある」と指摘。
・「米国第一」で単独行動に走ったﾄﾗﾝﾌﾟ氏と違い、ﾊﾞｲﾃﾞﾝ外交は同盟国との協調を重視す
る。11月、通商外交について「自国に有利な制度をつくろうとする中国に代わり、米国がほか
の民主主義国と連携していく」
・対中、80ヵ国集結・・民主主義国家から安全保障の専門家が集まるﾊﾘﾌｧｸｽ国際安全保障
ﾌｫｰﾗﾑ。11月の年次会議で「中国vs民主主義」と題した報告書を公表した。7つの原則もまと
めた。

＊中国景況感、回復広がる…11月PMI、零細も「拡大」　受注旺盛
2020年11月の製造業購買担当者景気指数（PMI）によると、大企業、中堅企業、零細企業の
いずれも前月より改善し、拡大・縮小の節目となる50を上回った。国内外からの新規受注が
旺盛なためだ。
・11月の製造業全体のPMIは52.1となり、前月を0.7㌽上回った。零細企業の内訳をみると、
生産や新規受注が改善した。政府の中小企業向け資金繰り対策が一定の効果を挙げてい
る。
・気がかりなのは、足元ですすむ人民元高だ。国家統計局も「元高が進み、企業の利益が圧
迫され、海外からの注文も減少している」と懸念。
＊日鉄・ﾐﾀﾙ、ｲﾝﾄﾞで増産…鋼材、設備増強・M&Aで2倍に
　　　　　　　　　　　　　　　　　30年代めど年2300万ﾄﾝ
日本製鉄が欧州ｱﾙｾﾛｰﾙ･ﾐﾀﾙとｲﾝﾄﾞ事業の拡大に着手した。両社が出資する現地の鉄鋼
大手について、設備増強やM&Aを進める。2030年代をめどに鋼材生産能力を現在の2倍超
の年2300万㌧まで増やす方針で、市場ｼｪｱ1割の獲得を目指す。鉄鋼生産で中国を追い上
げるｲﾝﾄﾞを海外事業のけん引役とする考えだ。

＊東南ｱｼﾞｱ、10月の新車販売18%減…24万台　ﾍﾞﾄﾅﾑはﾌﾟﾗｽ
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の10月の新車販売台数は前年同月比18%減の24万5千台だった。前年
実績割れは13ヵ月連続。
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大が続くｲﾝﾄﾞﾈｼｱ49%減、ﾌｲﾘﾋﾟﾝが29%減と低迷し、6ヵ月ぶりに前
年よりﾏｲﾅｽ幅が拡大した。早期の入国制限などで感染抑制に成功しているﾍﾞﾄﾅﾑは15%
増、8ヵ月ぶりにﾌﾟﾗｽに転じた。域内最大規模のﾀｲは1%減でﾏｲﾅｽ幅が6ヵ月連続で縮小し
た。ﾏﾚｰｼｱは5%増（前月は26%増）で前月に比べ減速した。

＊住商、ﾒｷｼｺ車工場持ち分売却
住友商事は30日、ﾏﾂﾀﾞと共同出資するﾒｷｼｺの自動車工場の持ち分を売却すると発表した。
25%をﾏﾂﾀﾞに譲渡し、2020年度中にﾏﾂﾀﾞが全額出資する生産拠点になる。売却額は非公開
で、業績に与える影響は軽微という。部品や鉄板販売など取引先としての協業は継続する。

＊ｺﾏﾂ、東南ｱｼﾞｱに割安建機…来春投入、中国勢に対抗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都市開発向け、従来より1割下げ
ｺﾏﾂは東南ｱｼﾞｱに従来よりも価格を1割下げた建設機械を投入する。都市開発の需要増を
にらみ、従来よりも機能を絞ってｺｽﾄを抑えた油圧ｼｮﾍﾞﾙを開発する。価格攻勢を強める中国
勢に対応する狙いだ。建設投資が年率6%のﾍﾟｰｽで伸びている成長市場での事業拡大につ
なげる。
＊武田、営業CF7000億円超・・・来期（22年）、主力薬拡販や新薬で
武田の営業CF（ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ）は20年3月期に6697億円と過去最高を更新。今期は6500億～
7000億円を見込む。ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ製薬大手ｼｬｲｱｰの19年1月の買収直前に比べると2倍ほどに
拡大した。武田の22年3月期の連結純利益の市場予想平均は3464億円と、今期見通しに比
べ2.8倍になる見通しだ。来期以降も拡大を目指す。
・けん引役の一つが主力医薬品の拡販だ。稼ぎ頭の潰瘍性大腸炎「ｴﾝﾃｨﾋﾞｵ」は70ヵ国以上
で販売承認を獲得。2つ目が突然睡眠発作が引き起こす病気「ﾅﾚｺﾚﾌﾟｼｰ」の治療薬など。
「24年度までに14の効能を持つ新製品群を発売し、売上高が1兆円を超える」とｸﾘｽﾄﾌ・ｳｪ
ﾊﾞｰ社長。
・負債圧縮が計画通りに進むか懐疑的な見方も根強い。
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＊ﾌｧｰｳｪｲ、東南ｱに望み…成長、事業存続探る
　　　　　　　　　　　　　　　　　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱと5Gで連携
⦿東南ｱｼﾞｱでは５Gｲﾝﾌﾗでﾌｧｰｳｪｲを排除しない国が多い
　・ﾐｬﾝﾏｰ＝通信大手が採用（通信網投資額25億㌦）
　・ﾀｲ＝政府が排除しない方針示す（186億㌦）
　・ﾍﾞﾄﾅﾑ＝政府傘下の通信最大手が不採用（75億㌦）
　・ﾌｲﾘﾋﾟﾝ＝通信大手が採用（84億㌦）
　・ﾏﾚｰｼｱ＝通信大手が採用（81億㌦）
　・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＝通信大手が主要機器で不採用（22億㌦）
　・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ＝政府・通信大手が人材育成などで協力

＊中国の国内線　需要戻る…中国南方航空　10月旅客3%増
中国国内の航空需要が回復してきた。最大手、中国南方航空の10月の国内線旅客数は前
年同月比3%増の1179万人と、2ヵ月連続のﾌﾟﾗｽになった。連休や週末を利用して国内観光
に出かける人が増えつつある。
・一方、国際線は95%減と大幅な落ち込みが続いており、反転の兆しが見えない。中国国際
航空も国内線は2ヵ月連続でﾌﾟﾗｽ。10月は4%増。

＊半導体市場、来年最大に…世界48兆円　5G普及が追い風
半導体市場の回復が鮮明になる。主要ﾒｰｶｰで構成する業界団体、世界半導体市場規模が
前年比8.4%増の4694億㌦（約48兆円）と、過去最大になると発表。「５G」の普及や自動車産
業の回復が追い風になる。
・21年は製品別ではﾒﾓﾘｰが前年比13%増と牽引する。足元ではｽﾏﾎやﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ向けに半
導体ﾒﾓﾘｰの需要も増え、ﾒｰｶｰが増産に動く。韓国ｻﾑｽﾝ電子はﾒﾓﾘｰ市況の回復を受け、
営業利益が前年比58%増。
・CPUの「ﾛｼﾞｯｸ半導体」も21年に7%増の見通し。AIの利用の広がり.

＊中国が規制検討…ｱﾌﾟﾘの個人情報収集（IT企業けん制か）
中国当局はﾈｯﾄ企業がｽﾏﾎなどのｱﾌﾟﾘを通じて個人情報を集める行為を規制する新たな指
針案を公表した。個人情報をﾈｯﾄ企業が集める際には利用者の同意が必要となるほか、ｻｰ
ﾋﾞｽに関係のない個人情報を吸い上げることを禁じる。ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団など中国の巨大ﾈｯﾄ企業
をけん制する狙いもありそうだ。
・ｻｰﾋﾞｽに関連しない個人情報をﾈｯﾄ企業が収集することを禁じる。ｽﾏﾎ決済情報は携帯電
話の番号や銀行ｶｰﾄﾞの情報などの収集に限る。ｻｰﾋﾞｽに関連しない個人情報を吸い上げて
いたｱﾌﾟﾘは少なくない。
・ﾈｯﾄ企業の独占的な行為を規制する新方針案を公表。

＊現代自EV　航続距離500㌔…現行より2割長く　新ﾓﾃﾞﾙに搭載
韓国現代自動車ｸﾞﾙｰﾌﾟが航続距離が500㎞を超えるEVの駆動ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを開発したと発
表。現行車種と比べて2割程度長い。現代自と傘下の起亜自動車が2021年以降に発売する
EV新ﾓﾃﾞﾙに搭載する。
・業界大手の日産自動車は21年に航続距離610㎞のﾓﾃﾞﾙを発売予定。多くのEVは300～
400㎞程度が主流。

＊中国監視ｶﾒﾗ　米制裁でも成長…感染対策で設置拡大
米国から制裁を受けている中国の監視ｶﾒﾗ大手2社が、中国政府の感染防止策による国内
需要を取り込んで売上高を回復させている。ﾛﾎﾞｯﾄのような新規分野の拡大や欧州、南米で
の販路開拓に取り込み、制裁を科す米国向けなどの落ち込みを補おうとしている。
・杭州海康威視数字技術（ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝ）は売上177億元（7～9月期）で前年同月比で12%増。
国内2位の浙江大華技術（ﾀﾞｰﾌｧ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ）の同前年同月比13%増の63億元、純利益は2.2
倍に伸びた。

＊中国ﾏﾝｼｮﾝ、在庫膨張…4年ぶり水準、5億平方㍍超（10月末）
　　　　　　　　　　　　　　　　　地方不振、都市と二極化
中国のﾏﾝｼｮﾝ市場で在庫が膨張している。合計面積は5億平方㍍を超え、約4年ぶりの高水
準だ。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの打撃がなお残る地方で販売が伸び悩んでいるためだ。地元政府が
在庫圧縮のため値下げを奨励する例も出てきた。不動産ﾊﾞﾌﾞﾙが生じる大都市部と二極化し
ており、中国政府は双方に目配りした難しい対応を迫られる。
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＊中国新興ｺｽﾒ　「安・早・映」で台頭…若い世代に照準
　　　　　　　　　　　　　　　欧米の半値/短期で開発/SNS活用
中国で新興ｺｽﾒ企業が急成長を遂げている。「完美日記（ﾊﾟｰﾌｪｸﾄ・ﾀﾞｲｱﾘｰ）」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞで化粧
品を展開する広州逸仙電子商務（逸仙電商）は売上高が1年で5倍に増加。SNS（交流映え）
を使い、手ごろな価格でいち早く「SNS映え」する商品を生む手法で流行に敏感な若い女性
を捉える。海外勢の独壇場だった中国で台風の目になっている。
・中国では中高年の女性を中心に「化粧品、肌に良くない」という考えが強いうえ、中国ﾌﾞﾗﾝ
ﾄﾞへの信頼性が低い。そのため「自国ﾒｰｶｰ不毛の地」とされていた。自国ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを好むZ世
代を中心に先入観が薄れつつある。

＊中国勢、続く　不正会計疑惑…米上場のEVやﾗｲﾌﾞ配信
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 米社、売上高偽装を指摘
米国市場に上場する中国企業の不正会計疑惑が相次いでいる。11月にはﾗｲﾌﾞ配信やEVﾒｰ
ｶｰで新たな疑惑が浮上した。ｶﾌｪﾁｪｰﾝ大手、瑞幸珈琲（ﾗｯｷﾝｺｰﾋｰ）も不正会計が発覚し、6
月にﾅｼﾀﾞｯｸ史上の上場廃止に追い込まれている。米当局は新たな規制を導入し、中国企業
に対する監視を強める方針を決めた。
・規制強化・・中国企業の監査問題は長年の懸案になっている。有力企業の米株式市場誘
致を優先し、検査ができない状態でも上場を認める「二重基準」が続いたが、不正会計発覚
などで、米当局も放置できない

＊ｲﾝﾄﾞ農業新法　反発拡大…取引自由化に不安ﾃﾞﾓ続く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾓﾃﾞｨ改革路線に試練
ｲﾝﾄﾞで農業改革の新法を巡り農民の反発ご広がっている。農産物取引の自由化で収益が減
る恐れがあるとし、首都で数千人の大規模ﾃﾞﾓが1週間以上続く。ｲﾝﾄﾞは就業人口の半数が
農業に従事し、農業保護のため東ｱｼﾞｱの地域的な包括経済連携（RCEP)から離脱した経緯
もある。
ﾓﾃﾞｨ政権が進めてきた経済改革路線は大きな試練を迎えている。
⦿ｲﾝﾄﾞの農業改革のﾎﾟｲﾝﾄ
　農産物取引＝各州政府が指定する市場での販売が原則
　　　　　　　　　　新案➡州政府指定外の場所でも自由に販売
　販売価格　　＝政府が最低保証価格を決定
　　　　　　　　　　新案➡農家と買い取り事業者の間で決定

＊中国で認知症薬開発…ｴｰｻﾞｲ、ﾃﾞｰﾀ活用へ合弁
ｴｰｻﾞｲは2021年初めに中国で認知症専門医が登録するｻｲﾄを立ち上げ、利用者が症状や
治療方法などを医師とやり取りできる仕組みを作る。認知症患者のﾃﾞｰﾀを活用して、中国市
場向けの新薬開発につなげる。中国の巨大な市場と医療ﾃﾞｰﾀをめがけ、世界の企業が新
薬開発を視野に入れたﾋﾞｼﾞﾈｽ展開を急いでいる。
・ｴｰｻﾞｲは京東集団と2021年初めから認知症特化の診療ｻｰﾋﾞｽ開始

＊欧州のEV電池　25年に生産15倍…脱ｱｼﾞｱ依存を推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　韓国勢先行、VWやPSAも参入
欧州で電気自動車（EV)の中核部品、電池ｾﾙの生産が一気に立ち上がる。各社の計画を合
わせると生産能力は300㌐（㌐は10億）㍗時を超える。19年の15倍以上だ。東欧で韓国勢が
先行し独VWや仏ｸﾞﾙｰﾌﾟPSAなどの自動車大手も参入を決めた。欧州連合（EU)の産業育成
策をﾃｺにEV産業の視野を広げつつある。

＊台湾、ｳｴﾊｰでも台頭…半導体覇権に影響
　　　　　　　　　　　　　　　　ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｳｪｰﾊｽﾞ　独社買収、2位に
米国に次ぐ世界2位の「半導体生産大国」の台湾が、素材分野でも台頭してきた。ｼﾘｺﾝｳｴ
ﾊｰを手掛ける台湾・環球晶円（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｳｪｰﾊｽﾞ）が、相次ぐ買収で世界ｼｪｱ2位に浮上する。
米中が半導体覇権を競うなか、影響力を一段と高めることになる。
⦿ｼﾘｺﾝｳｴﾊｰの世界ｼｪｱ
　　1位　信越化学工業（日）　　　　　　33%
　　2位　SUMCO(日）　　　　　　　　　　 25　　　　　　↑3位から2位に浮上
    3位　環球晶円（台湾）　　　　　　　　17　+　13　ｼﾙｸﾛｯｸを買収
　　4位　ｼﾙﾄﾛﾆｯｸ（独）　　　　　　　　　 13
　　5位　SKｼﾙﾄﾛﾝ（韓）　　　　　　　　　 12
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2020/12/10 経済 ＊百度、自動運転車100万台に…3年後　ﾀｸｼｰ・ﾊﾞｽは30都市で
中国ﾈｯﾄ大手の百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）は3～5年後をめどに、自社が主導する運転技術を搭載した車
両を100万台に増やす方針を明らかにした。人が操作に関与しない「ﾚﾍﾞﾙ4」の導入を見据え
ながら、自動運転のﾀｸｼｰやﾊﾞｽを運行する都市も3年後に30都市まで増やす。
・百度が主導する「ｱﾎﾟﾛ・ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝ・ﾊﾟｲﾛｯﾄ（ANP）」も発表し、順次搭載していく方針だ。

＊②
・ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｽﾊﾟｲとは、米国の情報ｾｷｭﾘﾃｨｰ会社、ﾄﾗｽﾄｳｴｰﾌﾞ社が発見したｽﾊﾟｲｳｪｱだ。中国
で活動する企業に導入が義務づけられている税務ｿﾌﾄをｲﾝｽﾄｰﾙすると、このｽﾊﾟｲｳｪｱが知
らぬ間に入り込み、第三者にｼｽﾃﾑを操られてしまう恐れがある。ｽﾊﾟｲｳｪｱは2つに分かれて
おり、どちらかを消しても自動的に復活してしまう。税務ｿﾌﾄを削除してもｽﾊﾟｲｳｪｱは残るとい
う巧妙さだ。
・ﾄﾞｲﾂや日本などの多くの企業は多少の危うさに目をつむって、巨大市場を奪い合ってきた。
だが、競争と技術の争奪戦が激しくなる中、ﾘｽｸが本当に見合ったものなのか、問い直す時
に差し掛かりつつある。

＊京東、ﾈｯﾄ医療、香港上場…初値、公開価格34%上回る
中国ﾈｯﾄ通販大手の京東集団（JDﾄﾞｯﾄｺﾑ）傘下のﾈｯﾄ医療事業会社、京東健康は8日、香港
証券取引所に上場した。調達額は約270億香港㌦（約3600億円）。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによって
ﾈｯﾄ医療の需要は急増している。約270億香港㌦の調達額は、今年の香港市場で6月に重複
した親会社の京東（調達額300億香港㌦）に次ぐ大きさだ。初値は公開価格の34%上回った。
・消費者が同社のｻｲﾄやｱﾌﾟﾘで健康相談をすると、AIが自動で診断する。電話やチャットを
使って医師と診察後、医師が書いた処方箋に基づき、系統のﾈｯﾄ通販で薬を購入する仕組
みだ。待ち時間がなく早い。
・約3百人の医師（ｱｼｽﾀﾝﾄ含む）を社員とし、約6万8千人の外部医師とも提携。有名病院の
医師もおり、医師を選べる。ﾕｰｻﾞｰ数約7250万人。

＊LG改革、ﾌﾟﾛ経営者担う…化粧品・化学、稼ぎ頭に
　　　　　　　　　　　時価総額で電子を逆転「韓国財閥経営　転機に」
韓国財閥のLGｸﾞﾙｰﾌﾟで外部から招いた「ﾌﾟﾛ経営者」のもと、稼ぐ企業の交代が進む。化粧
品のLG生活健康はM&Aを加速、LG化学も車載用電池に注力して収益を伸ばす。両社の時
価総額はｸﾞﾙｰﾌﾟで筆頭格のLG電子を既に逆転。創業家が主導する韓国の財閥経営の転換
点になる。
・LG生活のCEOは米P&G出身の車錫勇氏。就任以降15期連続で増収増益を達成。売上高
は8倍、営業利益は20倍。韓国化粧品の顔へ。
・LG化学は米３Mの主席副会長だった辛学喆氏。斜陽事業（偏光板事業　等）を切り捨て、成
長事業である車載田地の増産投資に振り向ける。現在、「車載電池の受注は150兆㌆（約15
億円）」まで積み上がる。

＊ｱｲｽﾀｲﾙ、ｱﾘﾊﾞﾊﾞと連携…化粧品　中国に直接輸出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　中小ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ参入、手軽に
口ｺﾐｻｲﾄ「@ｺｽﾒ」を運営するｱｲｽﾀｲﾙは、中国ﾈｯﾄ通販最大手ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団と組み、日本の化
粧品ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの中国への直接輸出を始める。一般的な越境ECと比べ在庫の管理がしやすく、
少量でも輸出できる。ｺｽﾄや手間をかけられない中小規模のﾌﾞﾗﾝﾄﾞでも手軽に中国への参入
を出来るようになる。
・12月中旬にも「天猫国際」に@ｺｽﾒ専用の販売ﾍﾟｰｼﾞを開設。取り扱う商品は日本国内のｱﾘ
ﾊﾞﾊﾞの倉庫から直接中国の客に届ける。日本の国内での管理の為、在庫調整が容易。輸送
ｺｽﾄや関税はｱﾘﾊﾞﾊﾞと@ｺｽﾒが負担。中国では日本の化粧品の人気が根強い。

＊中国、元高で企業収益圧迫…設備投資・所得、停滞の恐れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11月輸出、元建ては15%増
人民元の上昇が中国の輸出企業の収益を圧迫する要因になっている。中国税関総署が7日
発表した2020年11月の輸出はﾄﾞﾙ建て前年同月比21%伸びたが、人民元建てでは15%増に
留まった。ﾏｽｸなど新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ関連を中心に輸出は堅調だが、元建て収益の目減りは国
内の設備投資や家計所得を押し上げる力を弱めかねない。
・「輸出事業の利幅は薄くなってきた」と貿易会社社長は嘆く。新型ｺﾛﾅの影響でｺﾝﾃﾅが不
足して輸送ｺｽﾄが上昇したことに加え、人民元高が利益を圧迫しているという。11月の輸出
そのものは堅調。

＊①中国公認ｿﾌﾄで窃取か…外資企業、情報漏洩ﾘｽｸ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾄﾞｲﾂ情報機関が警鐘
中国当局が指定する税務ｿﾌﾄｳｪｱを導入したら、いつの間にか情報を抜き取る裏口（ﾊﾞｯｸﾄﾞ
ｱ）ができていた――。中国に進出する企業が、巧妙化するｻｲﾊﾞｰ攻撃の脅威にさらされる。
中国と蜜月なﾄﾞｲﾂも揺れ始めた。
・「中国に進出したﾄﾞｲﾂ企業はｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｽﾊﾟｲによって密かに探られている可能性がある」とﾄﾞ
ｲﾂの情報機関、連邦憲法擁護庁は警告を発した。
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2020/12/10 医薬
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経済

2020/12/11 東南ｱｼﾞｱ

2020/12/11 経済

＊①豪地方への中国影響警戒…自治体・他国の協定、破棄可能に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　米と兵器開発　連携強化
豪州が中国への対抗姿勢を強めている。豪議会は8日、地方自治体が外国政府と結んだ協
定を外相が破棄出来ると定めた法案を可決した。12月初めには米国と連携して極超音速兵
器を開発する方針も発表した。
・同法案の背景にはﾋﾞｸﾄﾘｱ州が2018年10月に中国政府と結んだ覚書。中国が主導する広
域経済構想「一帯一路」に協力する内容だ。連邦政府の首相である自由党のﾓﾘｿﾝ首相はﾋﾞ
ｸﾄﾘｱ州の覚書に対し、中央の外交政策が軽視されたとして公然と不快感を表明していた。ﾍﾟ
ｲﾝ外相は8日の可決を受けて、「豪州のｶﾞｵ港の一貫性を適切に管理する為、新法が必要」
と言明した。

＊中国GDP、28年米越え…日経ｾﾝﾀｰ予測　逆転時期を前倒し
中国が28年にも名目GDPで米国を超えると予測した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大による影響
からの回復ｽﾋﾟｰﾄﾞの違いで、早くても36年以降となるとみていた中国の逆転時期を前倒しし
た。昨年調査時点では35年までには中国が米国のGDPを抜くことなどないとの見通しだっ
た。「標準ｼﾅﾘｵ」では29年、「深刻化ｼﾅﾘｵ」では28年になると予測した。
・新型ｺﾛﾅの影響で、米中の就業者や研究開発（R&D）日などの見通しに大きく差が出ること
が主因としている。

＊ｱｼﾞｱ新興国　成長率上げ…ｱｼﾞｱ開銀　今年、ﾏｲﾅｽ0.4%に
ｱｼﾞｱ開銀（ADB)は10日、2020年のｱｼﾞｱ新興国・地域のGDPが前年比ﾏｲﾅｽ0.4%の見通しと
発表。上方修正（0.7㌽）した。中国で経済活動が正常化しつつあり、全体を底上げする。
⦿ｱｼﾞｱ新興国・地域の2020年の成長率見通し
　　　　　　（ｶｯｺ内は9月予測からの増減、▴はﾏｲﾅｽ）
　①中国＝2.1（0.3）②台湾＝1.7（0.9）③ｲﾝﾄﾞ＝-8.0（1.0）④ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
　　＝-2.2（▴1.2)⑤ﾏﾚｰｼｱ＝-6.0（▴1.0）⑥ﾌｨﾘﾋﾟﾝ＝-8.5(▴1.2)
　⑦ﾍﾞﾄﾅﾑ＝2.3(0.5)

＊②
豪州は米国との極超音速巡航ﾐｻｲﾙの試作品開発などに93億豪㌦（約7100億円）を投じる
方針だ。「豪州人の安全を保ち、急速に変化する世界の環境の中で国益を守るためだ」と説
明。ｲﾝﾄﾞ太平洋地域で軍事的に台頭する中国の脅威に対応する狙いとみられる。
・豪北東部の島で土地のﾘｰｽ契約を結んだ中国企業が開発を巡り住民ﾄﾗﾌﾞﾙになった。自家
用機で長年、この島を訪れていた豪市民は中国企業から滑走路の利用をやめるよう求めら
れた。19年にこの中国企業がﾘｰｽ契約を結んで以降、砂浜を重機で整備し、「立ち入り禁止」
の看板を立てたことで住民とﾄﾗﾌﾞﾙになっているという。豪州では中国による内政干渉疑惑
がくすぶってきた。4月に新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの調査を要求したことが関係を決定的に悪化させ
た。修復には時間がかかる。

＊消費者物価、11月11年ぶり下落…中国、ﾃﾞﾌﾚ懸念じわり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所得不安、強まる節約志向
中国でﾃﾞﾌﾚﾘｽｸが高まっている。中国国家統計局が9日発表した2020年11月の消費者物価
指数（CPI)は前年同月比0.5%下落し、09年10月以来のﾏｲﾅｽなった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染を
早期に抑え込んで経済を正常化させてきたが、所得の回復ﾍﾟｰｽは穏やかで節約志向が根
付く。
・中国経済は、生産や輸出など企業部門が新型ｺﾛﾅ前の水準に戻ったがその恩恵がまだ家
計部門に広がっていないのが現状だ。

＊武田、芽吹くか大型買収…新薬12種投入、1.4兆円増収狙う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　希少疾患・がん向け柱に
武田薬品工業は9日、2024年度までにがん治療薬など12種類の新薬を投入し、関連売上高
を最大で1.4兆円にする中期計画を明らかにした。6兆円を投じて買収したｼｬｲｱｰが開発した
臓器移植後の感染症治療薬など希少疾患領域と並ぶ新たな収益の柱に位置付ける。他社
連携による創薬にも力を入れる。
⦿12種の新薬で大幅増収を狙う（分野（種類、売上高）「概要」）
　①希少疾患（４種、28.5億㌦）「ｼｬｲｱｰ買収で強化」②がん治療（3、29）
　「ﾐﾚﾆｱﾑ買収で強化」③神経精神疾患（2、60）「ﾅﾚｺﾚﾌﾟｼｰ治療薬」
　④消化器系疾患（１、5）「好酸球性食道炎治療薬」⑤ﾜｸﾁﾝ（1、16）
　「ﾃﾞﾝｸﾞ熱予防ﾜｸﾁﾝ」⑥血液製剤（１、非開示）「新型ｺﾛﾅ治療薬」

＊現代自、EV投資4割増…5年で12車種発売「成長基盤固める」
韓国「現代自動車は10日、今後5年間のEVや燃料電池関連の開発投資を従来計画比4割増
の14兆9千億㌆（約1兆4千億円）に増額すると発表した。世界的なEVｼﾌﾄを受けて１年前に
発表した計画を見直した。
・現代自動車は航続距離が500㎞を超えるEVの共通駆動ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを開発し21年発売の新
車から順次採用する。
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2020/12/17 東南ｱｼﾞｱ

＊台湾IT、売上高が最高に…11月単月、19社で最高の5.4兆円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　5Gや米制裁　波重なる
世界のﾃﾞｼﾞﾀﾙ景気の指標となる台湾IT19社の11月の売上高合計額が過去最高となったこと
が日経新聞の調べで分かった。前年同月比14%増の約5兆４千億円だった。半導体やIT製品
の受注が一段と伸びたが、急激な需要の高まりで今後、顧客への供給ﾘｽｸが高まる懸念も
ある。
⦿企業規模を問わず、幅広い業種で2桁増になった（売上と増減率）
　①鴻海（EMS）「6813億台湾㌦、13.1%」②ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ（EMS）「1791、26.1」
　③TSMC（半導体）「1248、15.7」④ｺﾝﾊﾟﾙ（EMS）「1068、23.6」
　⑤ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ（半導体）「335、62.7」⑥ASE（半導体装置）「506、31.8」
　⑦ｲﾉﾗｯｸｽ（液晶）「260、21.4」⑧AUO（液晶）「259、22.0」

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ・ﾃﾝｾﾝﾄ系　罰金…中国当局、独禁法違反で「申請怠る」
中国の規制当局がﾈｯﾄ企業への締め付けを強めている。M&Ａの際に当局への申請がな
かったことは独占禁止法違反にあたるとして、中国当局はｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団やﾃﾝｾﾝﾄの子会社な
どに罰金を科した。
・ﾃﾝｾﾝﾄは出資する動画配信大手2社の統合案についても審査中、ｱﾘﾊﾞﾊﾞは百貨店大手の
銀泰商業集団の株式計7割超を取得したが、このとき当局への申請を怠った。これまでは当
局も問題視してこなかった模様。厳格運用に切替えた背景は、巨大ﾈｯﾄ企業への締め付け
強＊日本　経済回復は米中に遅れ…「地力」を示す潜在成長率に差
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12月短観なおﾏｲﾅｽ圏
日本経済の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍からの回復が鈍い。日銀が14日に発表した12月の全国企業短
期経済観測調査（短観）で企業の景況感の水準は低く、ｺﾛﾅ前を上回る米国や中国に後れ
をとっている。経済の「地力」を示す潜在成長率の低さが背景にあり、中長期的な成長力を
高める取り組みが欠かせない。
⦿12月短観のﾎﾟｲﾝﾄ
　・消費＝小売りの先行き景況感が悪化。巣ごもり需要の反動減
　・輸出＝自動車中心に景況感持ち直し。米中等海外経済が回復
　・設備投資＝20年度計画を3四半期連続下方修正。大企業等手控え
　・企業業績＝製造業は上方修正、非製造業は下方修正。二極化へ

＊東南ア配車2強　統合観測…株主、収益力改善へ圧力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ「ｼｰ」台頭で再燃
東南ｱｼﾞｱの配車2強、ｸﾞﾗﾌﾞとｺﾞｼﾞｪｯｸの統合観測が再燃している。決済分野で競合するｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙのｼｰの台頭がきっかけで、ｼｰの時価総額は未上場の両社の企業価値合計額の4倍を
超えた。東南ｱｼﾞｱのﾃｯｸ企業で先頭を走っていた2社に投資家が統合を促す格好だ。成長
著しいﾈｯﾄ分野の移り変わりの激しさを映している。
・両社が今年2月に会談した際にも「統合の計画はない」と否定、ｸﾞﾗﾌﾞは沈黙を貫いた。再燃
した最大の要因は急成長を遂げた「ｼｰ」の存在だ。
・仮に統合交渉がうまくいっても、その先には独禁法の問題が残る。政府高官は言う「現実
的には両社の健全な競争が続くことが望ましい」。

＊中国新車販売　回復急ﾋﾟｯﾁ…4年ぶり前年超えへ（来年予測）
中国汽車工業協会は11日、2021年の新車販売台数が20年を上回るとの予測（2600万台）を
発表した。前年実績を超えればﾌﾟﾗｽは4年ぶりで、20年見通しに比べ4%ふえることになる。
・指導部の国内経済を重視する政策を受け、新車購入が伸びると判断。
・新ｴﾈ車は、20年に通し比で40%増の見込み。25年には新車販売台数3千万台の可能性

＊ｲﾝﾄﾞ、4ヵ月連続ﾌﾟﾗｽ…11月5%増
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM)が11日発表した11月の乗用車の新車販売台数26万4898台と、前
年同月比5%増。前年実績を上回るのは4ヵ月連続。
・自動車業界の事前予想通り、10月中旬～11月中旬にかけての祭事需要が販売を支えた。

＊中国が「量子超越」達成…ｸﾞｰｸﾞﾙと異なる光方式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　専用機、汎用性乏しく
次世代の高速計算機、量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの開発が中国で存在感を高めている。中国化学技術
大学の研究者らが米ｸﾞｰｸﾞﾙに次ぎ「量子超越」と呼ばれるﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰを果たした。特殊な問
題を利用した基礎的な成果で今後の進化は未知数だが、中国の研究力の向上を印象付け
た。
・「現状ではｸﾞｰｸﾞﾙが優れているが、中国が実力を高めているのは確か」



2020/12/17 医薬

2020/12/17 経済

2020/12/17 経済

2020/12/17 経済

2020/12/18 医薬

2020/12/18 経済

2020/12/18 経済

2020/12/18 経済

＊独、ﾌｧｰｳｪｲ排除に道…5Ｇ機器で法案　名指しは回避
5Ｇ網のﾌｧｰｳｪｲ製品の採用を巡っては、機密情報などを抜き取られかねないとして米国が
強く排除を求めてきた。英国などが排除に動く中、中国を最大の貿易相手国とするﾄﾞｲﾂは難
しい決断を迫られている。
・ﾄﾞｲﾂ政府としてはﾌｧｰｪｲを名指ししないことで中国側に一定の配慮をしつつ、ﾘｽｸを最小限
に抑えることで米国側の理解を得たいとみられる。

＊豪、中国をWTO提訴…大麦の追加関税巡り　緊張さらに
豪政府は16日、中国が豪産大麦に課した追加関税が不当だとして世界貿易機関（ＷＴＯ）に
提訴した。中国は反発を強めており、関係の悪化が続く2国間で緊張がさらに高まりそうだ。
・ﾊﾞｰﾐﾝｸｶﾞﾑ貿易・観光・投資相は16日の記者会見で、「豪州は中国が反ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ（不当販
売）の調査を行う権利は尊重するが、豪産大麦に関税を課したことは承諾できない」と述べ、
提訴の方針を示した。
・中国は豪州の輸出額の3割超を占める最大の輸出先だ。そのため豪州にとっては対中関
係の悪化により経済的な摩擦が広がれば輸出への影響は大きい。

＊がん治療、ｱﾌﾟﾘで支援…第一三共、医薬新興と
　　　　　　　　　　　　　　　　　在宅患者の体調管理
第一三共はがん患者の治療を支援するｽﾏﾎｱﾌﾟﾘの開発に乗り出した。ｱﾌﾟﾘを通じて、患者
が在宅時の体調や抗がん剤投与による副作用などの情報を医師に提供し、治療計画の策
定にいかせるようにする。2021年度にも臨床試験（治験）を実施して、数年以内の実用化を
目指す。生活習慣の改善が中心だった治療用ｱﾌﾟﾘの用途が広がりそうだ。

＊台湾、成長率を上方修正…来年3.68%増　民間消費が回復
台湾の中央銀行は17日、定例理事会を開き、2021年の年間の実質経済成長率見通しを9月
予測の前年比3.28%増から引き上げ、3.68%増とした。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を抑えて民
間消費が回復し、主力の半導体輸出が過去最高水準にある。
・20年の経済成長率見通しも、9月に続き再び上昇修正し、前年比2.58%増（従来は1.60%増）
とした。揚金龍・中銀総裁は、現状認識について「世界経済は依然多くのﾘｽｸを抱えるが、台
湾経済は外需に支えられ堅調だ」と述べた。

＊日中、電動化で足並み…EV・HVｾｯﾄの「現実解」
「2035年までに省ｴﾈﾙｷﾞｰ車と新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の販売台数を半分ずつにする」。車技術の権威
である李駿清華大学教授が中国の自動車政策のﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟを発表。中国の自動車専門家組
織「中国自動車ｴﾝｼﾞﾆｱ学会」は新ｴﾈ車が新車販売に占める比率は19年約5%、25年20%、30
年40%、35年50%へと順次引き上げる目標を作った。
・なぜ中国は35年目標をEVとHVの半々にしたのか・・「中国は広く、気候や道路などの環境
も複雑」と指摘する。中国はＥＶが機能を発揮しにくい極寒の地域もあり、充電ｽﾃｰｼｮﾝの建
設が難しい場所も多い。
・こうした中国の目標は日本の戦略が影響を与えている。ぴたりと揃った日中の足並みか
ら、現時点で最善の策に集中する構えが見て取れる。

＊薬価下げ、7割の品目で…医療費4300億円抑制
　　　　　　　　　　　　　　　　　「厚労省方針」来年度、患者負担を軽減
厚生労働省は2021年度、医薬品の7割の品目で公定価格（薬価）を引き下げる方針だ。4300
億円程度の医療費抑制につながる。薬価を毎年改定する制度の初年度として引き下げるこ
とになった。製薬会社の経営には打撃で、創薬への投資意欲がそがれる懸念もある。

＊豪、0.75%成長に上方修正…今年度　ｺﾛﾅからの回復で
豪州政府は17日、2020年度（20年7月～21年6月）のの中間経済・財政見通しを発表した。20
年度の実質成長率見通しは0.75%とし、10月時点のﾏｲﾅｽ1.5%から引き上げた。21年度は
3.5%成長を予測した。国内総生産（GDP）の約6割を占める個人消費が20年度に0.5%伸び、
21年度も5%
増えるとした。
・今後の課題は、輸出額の3割超を占める最大の貿易相手国である中国との関係悪化だ。
＊中国蘇寧、拡大のﾂｹ…ｽｰﾊﾟｰ買収やｺﾝﾋﾞﾆ攻勢不発
　　　　　　　　　　　　　　　　ﾈｯﾄとの融合進まず
中国の小売り大手、蘇寧易購集団が急減速。百貨店や外資系ｽｰﾊﾟｰの買収、ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄ
ｱの出店攻勢で事業領域を広げるも収益化に苦しむ。祖業の家電量販事業では大量閉店を
進める。5年前、ﾈｯﾄ通販最大手ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団と資本提携したが、相乗効果をだせない。「リア
ル」が軸の拡大戦略が修正を迫られている。



2020/12/18 東南ｱｼﾞｱ

2020/12/18 指導部

2020/12/18 東南ｱｼﾞｱ

2020/12/19 経済

2020/12/19 経済

2020/12/19 医薬

2020/12/19 経済

＊ﾈｯﾄ企業年頭　独占排除…金融参入、監督を強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　不動産市場の安定を探る
⦿「中国、経済の最重要会議で方針」
・財政・金融政策の正常化も進める
　　財政・金融＝積極的な財政政策はさらに持続可能なものに。緩和的
　　　　　　　　　　な金融政策は経済の回復とﾘｽｸ防止のﾊﾞﾗﾝｽをとる
　　改革開放＝ＴＰＰ11加入を積極的に検討
　　独占禁止＝独占禁止は質の高い成長に必要。金融革新は周到かつ
　　　　　　　　　慎重な監督を前提に進める
　　不動産＝不動産は人が住むもの、投機の対象ではない
　　環境問題＝30年までの排出量ﾋﾟｰｸｱｳﾄを巡り、可能な地域は実施

＊ﾜｸﾁﾝ　2月接種探る…厚労相「最優先で審査」
　　　　　　　　　　　　　　　まず医療従事者ら
米製薬大手ﾌｧｲｻﾞｰが18日、同社が開発した新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝの製造販売承認を厚生労
働省に申請した。政府は来年2月にも接種を始められるように、保管や運搬体制などの方針
を１月までに策定する。開発着手から実用化までの期間が短く、副作用など安全性や有効
性の見極めが問われる。

＊習氏、脱貧困「達成」を宣言…地方の借金膨らむ
中国の習近平国家主席が2020年を期限とする「貧困ｾﾞﾛ」目標が達成されたと宣言した。「1
億人近い貧困人口が貧困からの脱却を実現した」と誇るが、中央や地方政府が下位の行政
区分である貧しい県に巨額の資金を投融資し、それを原資とする補助金が配られた影響も
大きい。
・県の負債は膨らんでおり、持続できるかどうかが課題になりそうだ。
＊ﾍﾞﾄﾅﾑ対米黒字　日本越え…中国から生産移管
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　米は「為替操作国」で警戒
米財務省が16日にﾍﾞﾄﾅﾑを制裁措置の対象となる「為替操作国」に認定した。中国の代替先
として製造業が集積した結果、対米輸出が急速に膨らみ、ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権の警戒を招いた。外
資誘致を軸に経済発展を図ってきたﾍﾞﾄﾅﾑの国家戦略に影響を及ぼす可能性がある。
▼為替操作国＝米財務省が経常収支や貿易で自国の優位性を得るために為替を操作した
国を指定する。為替介入の透明性確保や通貨切り上げなどを求める。改善が認められない
場合は輸入品への関税などの制裁措置に踏み切る。

＊米、中国SMIC（中芯国際集成電路製造）に禁輸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…最先端半導体の国産化阻止
米商務省は18日、半導体受託生産の中国最大手SMICに対して事実上の禁輸措置を発動
すると発表した。最先端の半導体を生産するのに必要な製品の輸出を認めない。ﾄﾗﾝﾌﾟ大統
領が政権交代前に、中国が目指す半導体の国産化を阻止することを狙う。
・安全保障上問題がある企業を並べた「ｴﾝﾃｨﾃｨ・ﾘｽﾄ」にSMICを加えた。米国製ﾊｲﾃｸ製品
や米国技術を一定割合使う外国製品を同社に輸出する場合は商務省の許可がいる。ｽﾏﾎ
に使う回路線幅10ﾅﾉ（ﾅﾉは10億分の１）㍍以下の半導体に必要な製品は許可を原則出さな
い。商務省は9月、特定企業からSMICの輸出するときは許可制とした。

＊半導体2強、米で投資競争…米中摩擦で現地ｼﾌﾄ
　　　　　　　　　「TSMCは新工場計画」「ｻﾑｽﾝ、米の受託工場拡張」
韓国ｻﾑｽﾝ電子が米ﾃｷｻｽ州の半導体工場を拡張する。敷地を4割程度広げて、受託生産に
使う最先端ﾗｲﾝを導入する準備を始めた。受託生産最大手の台湾積体電路製造（TSMC）も
米国・ｱﾘｿﾞﾅ州で新工場建設を表明済みだ。米中ﾊｲﾃｸ摩擦を背景に米政府が半導体を重
要な産業と位置付けたのを受け、ｱｼﾞｱの2強が投資に動く。

＊ﾀｲ車生産　11月12%増…1年7ヵ月ぶりﾌﾟﾗｽ　輸出向け回復
ﾀｲ工業連盟（ＦＴＩ）は17日、11月の自動車生産台数が前年同月比12%増の17万2千台だった
と発表した。1年7ヵ月ぶりに前年実績を上回った。各国の経済活動の再開などを背景に、落
ち込みが続いていた輸出向けが回復した（4%増）。新型ﾓﾃﾞﾙが投入された国内市場も好調
だった。
・「輸出先の国々で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの封じ込めのための各種制限が緩められた。経済活動が
活発になったことが大きい」とＦＴＩは説明。



2020/12/19 指導部

2020/12/20 経済

2020/12/20 医薬

2020/12/20 南ｱｼﾞｱ
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2020/12/20 経済

2020/12/21 経済

2020/12/21 社会 ＊②ﾊﾟｸｽなき世界
・超富裕層はｺﾛﾅ下で200兆円資産増‥不安の震源は「1つの地球に2つの世界がある」とい
う現実にある。保有資産10億㌦以上の2千人余りの超富裕層はこの1年足らずで資産を200
兆円増やした。同じ地球に食べ物に事欠く人がｺﾛﾅ前から6億9千万人いる。飢える人々はｺ
ﾛﾅでさらに1億3千万人増える恐れがある。
・二極化は憎悪を招く‥米憲法の父、ｼﾞｪｰﾑｽﾞ・ﾏﾃﾞｨｿﾝは、過剰な富の集中は戦争と同じ
程、有害だと説いた。経済の二極化は反ｴﾘｰﾄ主義や大衆迎合主義と結びつき、宗教や人
種、世代に断層を広げ、政治を不安定にする。ｱﾚｸｼｽ・ﾄﾞ・ﾄｸｳﾞｨﾙが革命当時のﾌﾗﾝｽを描い
たように、大衆は特権階級に「畏怖ではなく憎悪」を抱く。

＊①ﾊﾟｸｽ（平和と秩序の女神）なき世界
　　　　　「富める者」を襲う恐怖…「ﾊﾞｲﾃﾞﾉﾐｸｽ」土俵際の出発
歴史に残る1年が終わる。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの危機は低成長や富の偏在といった矛盾を広げ、
世界に埋めがたい深い断層を刻んだ。
・富める者の恐れ‥「市民が互いに軽蔑すれば、米国は1つの国として生き残れない」世界
が米大統領選に注目した11月、米複合企業ｺｰｸ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞの総帥、ﾁｬｰﾙｽﾞ・ｺｰｸ（85）氏
は著書で、米社会の分断について「我々が台無しにしたのか」と後悔のの念をつづった。保
有資産450億㌦（約4兆6千億円）を持つ米有数の富豪は自由経済を徹底して求める「ﾘﾊﾞﾀﾘｱ
ﾝ」の代表格だ。
・富める者に増税を・・共産党の支持者だったが、今後特定政党から手を引く。米のｱﾋﾞｹﾞｲ
ﾙ・ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ氏ら資産家100人は「私たちに増税を。すぐに大幅に恒久的に」と公言する。「富
める者」に通じるのは「このままだといずれ自分たちはしっぺ返しに遭う」という恐怖を抱く。

＊ﾌｧｰｳｪｲから分離　低価格ｽﾏﾎ…強気の１億台生産計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 制裁回避　供給網維持図る
中国・華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）が11月に分離・売却した低価格ｽﾏﾎ事業会社が、「HONOR（ｵ
ﾅｰ）」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞで2021年に約1億台分の調達を部品会社に打診していることが分かった。20年
比で4割増える見込みだ。ﾌｧｰｳｪｲは米政府の規制強化で事業売却を余儀なくされたが、切
り出した会社が生産を拡大する。ただ実際の調達は米商務省の許可が必要になる可能性も
残り不透明だ。
・新会社･ｵﾅｰは深圳市政府傘下の投資会社が出資している。

＊米政権交代前　対中規制を連発…「強硬継承　ﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏に迫る」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　半導体・ﾄﾞﾛｰﾝ大手　禁輸
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権交代を目前に、中国への強硬措置を相次いで実行に移している。人権侵害や
南ｼﾅ海問題を理由に半導体やﾄﾞﾛｰﾝ（小型無人機）など大手企業に一斉に制裁を科した。ﾊﾞ
ｲﾃﾞﾝ時期政権に中国への激しい姿勢を続けるよう迫る狙いがある。
・18日には米国に上場する中国企業の監視を強化する「外国企業説明責任法」がﾄﾗﾝﾌﾟ氏の
署名で成立した。会計監査に検査を受けなければ上場廃止となる。

＊中国「8%前後」で調整…21年の成長目標　、国内経済が回復
GDPの目標は18日に閉幕した経済分野の最重要会議「中央経済工作会議」でも了承された
とみられる。21年3月に開く全人代の政府活動報告で公表する。20年は新型ｺﾛﾅの感染拡大
に伴う経済活動の停止で、1～3月に初めてﾏｲﾅｽ成長を記録。反動で21年1～3月は19%との
予測。
・習指導部は高成長の陰で負債の膨張など経済が過熱しないよう注視する。21年は新型ｺﾛ
ﾅ対応で総動員した財政政策を正常化させる。不良債権処理に伴う銀行への資本積み増し
などを進める。

＊ﾜｸﾁﾝ、欧米新興に強み…開発・人材・提携　機動的に
　　　　　　　　　　　　　「米、ﾓﾃﾞﾙﾅ承認」「独ﾋﾞｵﾝﾃｯｸは供給開始」
新型ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝの実用化で欧米のﾊﾞｲｵﾍﾞﾝﾁｬｰが先陣を切った。18日に米ﾓﾃﾞﾙﾅが米食品医
薬品局（ＦＤＡ）から緊急承認を受けたほか、米ﾌｧｲｻﾞｰと組む独ﾋﾞｵﾝﾃｯｸのﾜｸﾁﾝは既に米英
で使用が始まっている。開発期間を短縮できる新技術ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰRNA（mRNA）ﾜｸﾁﾝで両社
は大手をﾘｰﾄﾞする。欧米では新興勢が新技術に挑む傾向が強く、ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ（VC)や事
前活動家などが資金面でも支える。

＊ｲﾝﾄﾞ　ﾎﾝﾀﾞ・ｸﾙﾏ生産4割削減…第一工場、年度内閉鎖
ﾎﾝﾀﾞはｲﾝﾄﾞでの四輪車の生産能力を約4割削減する。現在の2工場のうち1つ（ﾆｭｰﾃﾞﾘｰの
郊外にある、ｳｯﾃﾙﾌﾟﾗﾃﾞｼｭ州のｸﾞﾚｰﾀｰﾉｲﾀﾞｰ）を2020年中に閉鎖する。ﾎﾝﾀﾞは四輪事業の
収益向上が課題で、国内外で余剰生産能力の削減を進めている。
・20年度はｺﾛﾅによる生産一時停止や販売減も痛手となり、生産能力の削減に踏み切る。
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＊米、中国航空産業を標的に…輸出規制、供給網に打撃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中ﾛ103社「軍事企業」に指定
米商務省は中国、ﾛｼｱの航空宇宙分野など計103社を軍事関連企業に指定した米国製部品
を対象企業に輸出する際は許可制として規制を強化する。中国の習近平指導部が進める航
空機産業のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝを育成する政策への影響は避けられず、旅客機の100%国産化の目
標を達成するうえで障害となりそうだ。
⦿米商務省が新たに軍事関連企業に指定した主な企業
　・中国航空工集団（AVIC)傘下の7社・機関＝AVICは軍用機が主力の
　　　国有機ﾒｰｶｰ。ﾄﾞﾛｰﾝも手掛ける
　・中国航空発動機集団（AECC）傘下の8社・機関＝AECCは2016年設
　　　立の国有企業で、旅客機や軍用機のｴﾝｼﾞﾝ開発を進めている
　・中国航天科技集団傘下の航天動力技術研究院(AASPT)＝ﾐｻｲﾙと関
　　　連するﾛｹｯﾄの動力限の開発を手掛ける国有機関
　・ﾛｼｱの統一航空機製造会社（UAC)傘下のｲﾙｸｰﾄ＝国産中型旅客機
　　　 「MS21」の開発・生産を手掛ける。

＊③ﾊﾟｸｽなき世界
・富の再配分‥21世紀にかけてﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術が広がるとﾓﾉではなく、ﾃﾞｰﾀや知識を牛耳る巨
大ﾃｯｸ企業が「勝者総取り」を競う時代になった。そこをｺﾛﾅ危機が襲った。「雇用や賃金、資
産を巡る人種格差を積極的に監視や目標のの対象とすべきだ」。時期米大統領に就くｼﾞｮｰ・
ﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏は富裕層への増税など富の再配分の再建を掲げる。
・「何もしなければ荒廃を招く」・・むろん、ばらまくだけでは一過性に終わる。成長と雇用を生
み、再配分から再生へとどう繋げるか。時期財務長官のｼﾞｬﾈｯﾄ・ｲｴﾚﾝ氏は「何もしなければ
さらなる荒廃を招く」と語る。米国は総力を挙げ、土俵際から踏み出そうとしている。

＊①ｱｼﾞｱのﾋｯﾄ商品…「健康」・「身近」がｷｰﾜｰﾄﾞ
⦿2021年にﾋｯﾄが予想されるｱｼﾞｱの商品・ｻｰﾋﾞｽ
・中国「北京冬季五輪消費」＝22年2月に開催予定の北京冬季五輪に向け、関連消費を見
込む。・韓国「電動ｷｯｸｽｸｰﾀｰ」＝20年12月に運転免許が不要に。時速25ｷﾛまで出せ、「密」
回避の移動手段で定着。・台湾「鉄道旅行」＝旅行各社が「初日の出ﾂｱｰ」等企画。全土を
回る旅など人気。ｲﾝﾄﾞ「iPhone」＝米ｱｯﾌﾟﾙが21年に直営店を開く計画で、人気に火が付く。ｼ
ﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ銀行」＝免許交付によりｽﾏﾎを介した支払いやﾛｰﾝなど金融ｻｰﾋﾞｽが本格
化。・ﾏﾚｰｼｱ「SNS『ﾃﾚｸﾞﾗﾑ』」＝秘匿性が高いﾛｼｱ発のｱﾌﾟﾘ。総選挙を睨み、政治議論に使
われそう。

＊ｲﾝﾄﾞ上場企業　業績底入れ…ｺｽﾄ削減・金融緩和で好転
ｲﾝﾄﾞ上場企業の業績が底入れしている。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍に対応してｺｽﾄ削減を進めたとこ
ろに、政府の金融緩和などの後通しで経営環境が好転。2021年3月期通期予想などを上方
修正する業績が相次ぎ、主要株価指数も最高値更新が続く。今年度のｲﾝﾄﾞ経済成長率は
1979年度以来のﾏｲﾅｽが確実な一方、大企業は明るさを取り戻しつつある。
・「業績の上振れが幅広い業種で起きている。まったく想定外だ」ーー。
　証券大手ｴﾑｹｲ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙの営業のﾆﾗﾌﾞ・ｼｪｽ氏は興奮気味に話した。

＊東南ｱ、来年ﾌﾟﾗｽ成長…本格回復　22年以降に
日本経済新聞社と日本経済研究ｾﾝﾀｰがｱｼﾞｱのｴｺﾉﾐｽﾄからの情報に
よるGDP伸び率。
⦿東南ｱｼﾞｱとｲﾝﾄﾞのGDP成長率
　　　　　　　　　　　2019年　20年（予）　　　21年（予）　22年（予）
　東南ｱ主要5ヵ国　　3.9　　▴5.0（▴5.0）　　4.3（4.3）　　5.0（4.8）
　　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　　　　　  5.0    ▴2.1（▴1.8）　　3.6 (4.2)　　5.0 (5.0)
     ﾏﾚｰｼｱ              4.3    ▴5.8 (▴5.5）     5.9 (5.3)    5.2 (4.9)
     ﾌｲﾘﾋﾟﾝ　　　　　　  6.0    ▴9.8（▴7.5)　　  5.9 (5.9)    5.8 (6.0)
     ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　　　　   0.7    ▴5.8（▴6.2）　　 4.5 (4.8)    3.5 (3.0)
     ﾀｲ　　　　　　　　　  2.4　  ▴6.5（▴8.5)      3.5 (2.6)    5.3(4.5)
        ｲﾝﾄ    　　　　　  4.2    ▴8.2（▴8.4）     9.1 （8.1）　 5.0 (5.0)

＊ｱﾝﾄ、預金仲介を停止…ﾃﾝｾﾝﾄ・百度も　中国当局が指示
ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団傘下の金融会社ｱﾝﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟなどは21日までに、ｽﾏﾎを通じて銀行預金を仲介す
るｻｰﾋﾞｽを取り止めた。「多額の預金が激しく出入りすれば金融ｼｽﾃﾑが不安定になりかねな
い」とみる金融当局が指示した。
・中国はﾈｯﾄ企業の市場独占に神経をとがらせており、ｱﾘﾊﾞﾊﾞへの圧力の一環との見方も出
ている。ﾃﾝｾﾝﾄや百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）など中国のﾈｯﾄ大手も軒並み同業務を停止した。
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2020/12/27 指導部

＊ｺﾛﾅ下「勝ち組」に綻び…ﾏﾚｰｼｱ　ｺﾞﾑ手袋世界首位　ﾄｯﾌﾟ・ｸﾞﾛｰﾌﾞ
　　　　　　　　　労働環境に厳しい目・収束なら設備重荷に
ﾏﾚｰｼｱのｺﾞﾑ手袋世界最大手、ﾄｯﾌﾟ・ｸﾞﾛｰﾌﾞが新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの集団感染発生で停止してい
た工場を再開。だが労働環境の改善は完了しておらず、ﾜｸﾁﾝ接種が一巡すれば需要が減
る可能性もある。ｺﾛﾅ下の「勝ち組」とされる同社だが、ｺﾛﾅ後を見据えたかじ取りの巧拙が
問われる。
・外国人労働者の住環境問題が解決してないことだ。ｺﾞﾑ手袋の工場では寮に住み込みで
勤務している。劣悪な住環境がｸﾗｽﾀｰ発生につながったことは否定できない。感染者は58%
だった
＊中国、宇宙の軍事体制強化…国防法改正　南ｼﾅ海関与強める
中国の「発展利益」が脅かされた場合などに軍民の総動員も辞さない姿勢をみせた。東・南
ｼﾅ海を含む海外への関与を強めるほか、宇宙やｻｰﾊﾞｰ空間の軍事体制も強化する。
⦿改正国防法の骨子
　・中国の「発展利益」が脅威にさらされた場合、軍民の総動員が可能に
　・「海外の利益」を軍事力で守る方針を明記
　・宇宙、ｻｲﾊﾞｰ、電磁波を「重大な安全領域」に指定
　・外国との軍事訓練や演習に参加
　・共産党への忠誠を義務化

＊BYD車載電池　世界で再利用へ…工場向け中国製存在感
中国EV大手、比亜迪（BYD）の使用済み電池の再利用が世界に広がる。BYDが回収した電
池を伊藤忠などが調達して大型の蓄電池に仕立て直し、2021年度にも欧米やｱｼﾞｱの工場
などに販売する。世界のEV販売の5割を占める中国では今後、使用済み電池の排出量が急
増する見込み。再利用の市場でも中国製の存在感が高まりそうだ。

＊②2021年にﾋｯﾄの予想
・ﾀｲ「ｳｴﾙﾈｽﾘｿﾞｰﾄ」＝健康志向が高まり、免疫力向上やﾀﾞｲｴｯﾄなどのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに人気が高
まりそう。・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ「ﾄﾚｯｷﾝｸﾞｸﾞｯｽﾞ」＝ｽﾄﾚｽ解消策として郊外に山歩きが流行しつつあり、
関連商品が売れる可能性・ﾌｲﾘﾋﾟﾝ「遠隔診療ｻｰﾋﾞｽ」＝政府がｵﾝﾗｲﾝ上で医師の診断で受
けられるよう推進。大手病院がｻｰﾋﾞｽ開始。・ﾍﾞﾄﾅﾑ「都市鉄道」＝21年に首都ﾊﾉｲとﾎｰﾁﾐﾝ
市で相次ぎ開通見通し。ﾊﾞｲｸから転換が進む。・ﾐｬﾝﾏｰ「ﾄﾖﾀ『ﾊｲﾗｯｸｽ』」＝21年2月からﾔﾝｺﾞ
ﾝ近郊で生産。優遇措置で伸る。

＊中国で電力需給逼迫…厳冬や景気回復で
　　　　　　　　　　　　　　　　浙江・湖南省で使用制限
中国で電力需給が逼迫し、浙江省や湖南省で使用を制限する動きが出てきた。例年以上の
寒さや景気回復による工場稼働率の上昇が主因だ。
⦿中国各地の電力制限
　・湖南省＝長沙市の一部地域では主に午前10～12時と午後5～9時の
　　使用制限。停電するｵﾌｨｽﾋﾞﾙや工場も
　・浙江省＝12月31日まで省の一部機関で暖房の利用を制限。気温3℃
　　以下利用可。設定温度は16℃以下。義烏市の一部地域で企業を５段
　　階に分けて制限。
　・江西省＝15日から一部使用を制限

＊中国薬局で検査　ｵﾑﾛﾝ1000ヵ所…生活習慣病対策で需要
ｵﾑﾛﾝは2030年までに中国全土で、糖尿病や高血圧症など生活習慣病の簡易検査を受けら
れる店舗を1000ヵ所開設する。現地の薬局ﾁｪｰﾝ大手と提携し、薬局内に検査機器などを置
く。生活習慣病の兆候がある利用者に通院を促すほか、健康状態をｵﾝﾗｲﾝで管理するｻｰﾋﾞ
ｽも提供。店舗を足がかりに遠隔医療ｻｰﾋﾞｽを浸透させたい考えだ。

＊半導体技術圏　米中で分断…影薄い日本、問われる戦略
⦿半導体の主要技術は米国と台湾が握る（ｼｪｱ）
　　　　　　　　　　市場規模　  米国　台湾　欧州　日本　中国　韓国
  半導体ﾁｯﾌﾟ　　　4283億㌦　 51%　　　6　　10　　10　　　5　　 18
　設計ｿﾌﾄ　　　　 　102　　　   90
  要素回路設計　　　39　　　 　41　　　　2　　56　　　　　 　2
   ｳｴﾊｰ　　　　　　　112　　　　　　　　   17　  13　　57             12
   ﾌｧｳﾝﾄﾘｰ　　　　　640          10       71                      7      9
　ﾊﾟｯｹｰｼﾞ・ﾃｽﾄ　　　290　　　 　19　　  54                     24
  半導体製造装置　772          46               22    31       1
        (注）太字はｼｪｱ1位、ｱﾝﾀﾞｰﾗｲﾝはｼｪｱ2位
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＊中国、不動産ﾈｯﾄ　競売急増…出品数5年で5倍　購入制限なく人気
中国でﾈｯﾄ」を通じた不動産の競売が急増している。2020年の出品は49万件を超え、10万件
に満たなかった15年の5倍に膨らんだ。競売では1世帯2物件までといった住宅の購入制限
がなく富裕層の人気につながっており、銀行の不良債権処理の新たな手段になりつつある。

＊①来年の注目企業　市場関係者の聞く
⦿市場関係者は2021年をこう見る
・中国・香港「伍礼賢氏（香港・光大新鴻基のｽﾃﾗﾃｼﾞｽﾄ）＝米中の緊張関係は大きく変わら
ない。中国政府が力を入れる内需銘柄に注目。高速道路会社や消費関連が景気回復の恩
恵を受ける
・台湾「蕭乾祥氏（冨邦證券投資顧問・董事長）＝台湾は新型ｺﾛﾅを抑え込み民間消費と輸
出が経済を牽引。ITや半導体企業が集まる台湾市場には世界から資金が流入し、さらに活
気＊②
・韓国「金東河氏（ﾊﾝﾌｧ投資証券のｱﾅﾘｽﾄ）＝世界の自動車販売が回復し20年比11%増える
と予測。22年にはｺﾛﾅ前の水準を回復。EV比率の高まりが顕著になり現代自動車などに追
い風
・東南ｱｼﾞｱ「ﾍﾟｷﾞｰ・ﾏｯｸ氏（ﾌｲﾘｯﾌﾟ證券最高投資責任者）＝航空業界は追加の資本増強が
必要。ｴﾈﾙｷﾞｰ業界はESGを重視する投資家からの圧力が続き、株価は市場平均を下回る
結果に終わる。
・ｲﾝﾄﾞ「ﾏﾀﾞﾝ・ｻﾌﾞﾅﾋﾞｽ氏（ｹｱ・ﾚｰﾃｨﾝｸﾞｽのﾁｰﾌ・ｴｺﾉﾐｽﾄ）＝ｺﾛﾅの反動もありｲﾝﾄﾞの成長率
は年度 ﾞ 桁 米 対中姿勢は和らぎ ｲ ﾄﾞ企業は中国企業と 競争が激 くなる＊中国、8.2%成長予測…来年、10年ぶり高水準
　　　　　　　　　　　　　　　 企業債務が下振れﾘｽｸ
日経新聞社と日経QUICKﾆｭｰｽがまとめた中国ｴｺﾉﾐｽﾄ調査によると、2021年の中国の国内
総生産（GDP)の増加率の予測平均値は実質で8.2%となった。10年ぶりの高い伸びを見込
む。景気回復の裾野が広がるものの、企業のﾃﾞﾌｫﾙﾄ（債務不履行）が下振れﾘｽｸとなる。
・ING銀行のｱｲﾘｽ・ﾊﾟﾝ氏は「海外の渡航制限だが中国本土でお金を使う」と消費回復に期
待する。光大新鴻基の陳政生氏は「世界経済回復には時間がかかるうえ、新型ｺﾛﾅで悪化
した中国の雇用も完全に回復していない」と慎重な見方もある。

＊海底ｹｰﾌﾞﾙ　太平洋で火花…米豪、機密流出を警戒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国勢、進出意向相次ぐ
太平洋の島しょ国を結ぶ海底ｹｰﾌﾞﾙや通信事業に中国企業が参入を目指す例が相次ぎ、
豪州や米国が警戒を強めている。両国はこの地域で影響力を維持してきたが、ｲﾝﾌﾗ支援な
どを通じて存在感を増す中国と対峙する構図が一段と鮮明になってきた。
・米政府と共和党の上院議員が、それぞれﾐｸﾛﾈｼｱ連邦へ、ﾌｧｰｪｲ・ﾏﾘｰﾝ（ﾌｧｰｳｪｲの傘下企
業）が落札しないよう圧力をかけた。中国企業が敷設する海底ｹｰﾌﾞﾙなどのｲﾝﾌﾗが「諜報活
動に利用される」可能性があるためだ。
・別の中国通信大手、江蘇亨通光電が買収した。東ﾐｸﾛﾈｼｱｹｰﾌﾞﾙは、世界銀行とｱｼﾞｱ開発
銀行（ADB）が支援する。現在世銀とADBの精査を受けている。

＊英、ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶ製承認…ﾜｸﾁﾝ　安価で保管しやすく
英政府は30日、英製薬大手ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶと英ｵｯｸｽﾌｫｰﾄﾞ大学が開発した新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽのﾜｸﾁ
ﾝを承認したと発表した。同ﾜｸﾁﾝの承認は世界初で、2021年1月4日に接種を始める。通常
の冷蔵庫で保管でき、途上国も含めた普及が期待される。
・「ｍRNA」と呼ばれる新しいﾀｲﾌﾟで、セ氏ﾏｲﾅｽ70度前後で輸送・管理する必要がある。これ
に対し、ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶは「ｳｲﾙｽﾍﾞｸﾀｰﾜｸﾁﾝ」と呼ばれるﾀｲﾌﾟで、新型ｺﾛﾅの遺伝子の一部を、
病気を起こしにくい別のｳｲﾙｽに入れて体内に送り、免疫作用に繋げる。通常の冷蔵庫で保
管ができ、価格も安い。
・日本政府は、ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶのﾜｸﾁﾝを1億2千万回分の調達の契約結ぶ。2回の接種をするた
め、6千万人分に相当する。


